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中国 

2012 第 1 四半期の中国経済、減速傾向続く 

国家統計局の発表によれば、2012 年第 1 四半期の GDP は前年同期比 8.1％増の 10

兆 7,995 億元に達した。2011 年第 1 四半期から続いている減速傾向は解消されず、中

国政府は経済成長の維持に乗り出している。 

工業生産の動向をみると、2012 年 1～5 月期の一定規模以上の工業企業（本業の年間

売上 2,000 万元以上）の付加価値増加率は前年同期比 10.7％増となった。5 月は同 9.6％

増、増加率は 4 月より 0.3 ポイント上回った。うち国有及び国有持株企業は同 6.6％増、

集団企業は同 6.4％増、株式企業は同 11％増、外資系企業は同 6.7％増となった。業種

別でみると重工業は同 9.8％増、軽工業は同 9.1％増となった。一定規模以上の工業企

業付加価値増加率は 2011 年 6 月に 15.1％まで上昇したが、その後減速が続き、2012

年 4 月には 9.3％に低下した。5 月には若干回復が見られる。 

1～5 月期の固定資産投資額（農村家計を含まない）は前年同期比 20.1％増の 10 兆

8,924 億元（名目）となった。増加率は前年同期より 5.7 ポイント下回り、成長は鈍化

している。1～5 月期の第 1 次産業の固定資産投資額は同 37.1％増、第 2 次産業は同

23.9％増、第 3 次産業は 16.4％増となった。業種別では電力・熱供給は同 17.2％増、

石油・天然ガス採掘は同 1.9％増、鉄道輸送は同 41.6％減となった。中央政府主管のプ

ロジェクトは同 7.7％減の 5,605 億元、地方政府主管は同 22.1％増の 10 兆 3,319 億元

となり、地方政府による固定資産投資額は全体の 95％を占めた。 

個人消費の動向を示す 1～5 月期の社会消費品小売総額は 8 兆 1,637 億元、前年同期

比 14.5％増（名目）となった。5 月は同 13.8％増（名目）、増加率は 4 月を 0.3 ポイン

ト下回った。うち、小売業が 1 兆 4,871 億元（同 13.9％増）、飲食業が 1,844 億元（同

12.9％増）となった。一定規模以上の小売業等関連企業（本業の年間売上 2,000 万元以

上の卸企業、500 万元以上の小売企業、200 万元以上の飲食・ホテル企業）による社会

消費品小売総額は同 14.1％増の 7,326 億元となり、小売業全体の約 5 割を占めた。社

会消費品小売総額の増加率は 2011 年 12 月に 18.1％に達したが、2012 年に入って大き

く下落している。 

1～5 月期の消費者物価指数（CPI）上昇率は前年同期比プラス 3.5％となった。5 月

は同プラス 3％となり、前年同期を 2.5 ポイント下回った。うち都市部は同 3％、農村

部は同2.9％となった。製品別でみると、食品価格は同6.4％（うち野菜価格は同31.2％）、

非食品価格は同 1.4％となり、食品価格の上昇幅は依然として大きい。ほかに居住は同

1.6％、医療保健及び個人用品は同プラス 2.1%、煙草・酒及び関連製品は同プラス 3.3％、

衣類は同プラス 3.4％となった。 

1～5 月期の貿易額は前年同期比 7.7％増の 1 兆 5,109 億ドルとなり、増加率は前年同

期を19.7ポイント下回った。輸出は同8.7％増の7,744億ドル、輸入は同6.7％増の7,365
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億ドル、輸出入とも増加率は大きく低下した。貿易収支の黒字額は 379 億ドルとなり、

前年同期比 73.4％増と大幅に伸びた。外資導入状況については、1～5 月期の新規認可

件数（銀行・証券業除く）は前年比 12.2％減の 9,261 件、増加率は前年同期より 21.6

ポイント下回った。対中直接投資額（実行ベース）は同 1.9％減の 471 億ドル、増加率

は前年同期を 24.6 ポイント下回った。先進国の経済回復の遅れと EU の金融不安は中

国経済に大きな影響を与えた。 

 

経済成長の維持に乗り出す中国政府 

中国経済の四半期別GDP成長率を見ると、2011年第1四半期は前年同期比9.7％増、

第 2 四半期は同 9.5％増、第 3 四半期は同 9.1％増、第 4 四半期は同 8.9％増、2012 年

第 1 四半期は同 8.1％増となり、明確な減速傾向にある。 

温家宝首相は 5 月 23 日に国務院常務会議を招集し、「国内経済に一部突出した矛盾

や問題は依然として存在し、特に経済減速の圧力が増大している」との認識を示した。

そのうえ、「（経済成長の）大局に関わり、強い牽引力を持つ一部の大型プロジェクト

をスタートさせる」と指示した。国家発展改革委員会は大型プロジェクトを次々に認可

し（表 2）、中国人民銀行は 6 月に続き、7 月も利下げを実施すると発表した。 

中央政府は経済成長の維持に乗り出しているが、2008 年の「4 兆元」策のような大

規模な経済刺激策は打ち出していない。一部のマスコミは、中央政府の動きを「4 兆元

バージョン 2」として大きく取り上げているが、国家発展改革委員会の説明に否定され

た。大規模な刺激策に頼らず、国民経済に対する外的な影響を抑えながら、緩やかな促

進策を実施していく姿勢が見受けられる。「4 兆元」策のマイナス効果に対する反省で

あろうか。 

（ERINA 調査研究部研究員 穆尭芋） 
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表１　中国のマクロ経済指標

実質GDP成長率 ％ 10.0 10.1 11.3 12.7 14.2 9.6 9.2 10.4 9.2 ※8.1

工業総生産伸び率（付加価値額） ％ 17.0 16.7 16.4 16.6 18.5 12.9 11.0 15.7 10.7 10.7

固定資産投資伸び率 ％ 27.7 26.8 26.0 23.9 24.8 25.9 30.1 23.8 23.6 20.1

社会消費品小売総額伸び率 ％ 9.1 13.3 12.9 13.7 16.8 21.6 15.5 18.3 17.1 14.5

消費価格上昇率 ％ 1.2 3.9 1.8 1.5 4.8 5.9 ▲ 0.7 3.3 5.4 3.5

輸出入収支 億ドル 255 321 1,020 1,775 2,618 2,981 1,961 1,831 1,551 379

輸出伸び率 ％ 34.6 35.4 28.4 27.2 25.7 17.5 ▲ 16.0 31.3 20.3 8.7

輸入伸び率 ％ 39.8 36.0 17.6 19.9 20.8 18.5 ▲ 11.2 38.7 24.9 6.7

直接投資額伸び率 （実行ベース） ％ 1.4 13.3 ▲ 0.5 4.5 18.6 23.6 ▲ 2.6 17.4 9.7 ▲ 1.9

外貨準備高 億ドル 4,033 6,099 8,189 10,663 15,282 19,460 23,992 28,473 31,811 ※33,050

（注）

・ 前年比、前年同期比。

・ 工業総生産伸び率は国有企業及び年間売上高500万元以上の非国有企業の合計のみ。しかし、2011年からは年間売上高2,000万元

　 以上の企業の合計である。

・ 2011年から、固定資産投資額の統計対象は計画投資額が50万元以上から500万元以上に引き上げた。また、都市部と農村部を統合し、

　「固定資産投資（農家除く）」として統計している。農家の固定資産投資については別途集計している。

・ 外貨準備高は各年末、月末の数値。

・ 2006年以降の直接投資には、銀行・証券業を除く。

・ 2009年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2011年1月10日に発表した数値。 2010年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が

　 2011年9月7日に発表した数値。

・ ※2012年第１四半期の値。

（出所） 中国国家統計局、中国商務部、中国人民銀行の資料より作成。

2012年1-5月2011年単位 2003年 2004年 2010年2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

 

 

 

表 2 最近の国家発展改革委員会認可のプロジェクト（一部） 

公表日 プロジェクト名 
2012 年 5 月 25 日 首鋼迁鋼会社移転工事 
2012 年 5 月 25 日 雲南省金沙江観音岩水力発電所新設工事 
2012 年 5 月 25 日 広東省湛江鋼鉄基地建設プロジェクト(総投資額 696.8 億元) 
2012 年 5 月 25 日 広西省防城港鋼鉄基地建設プロジェクト(総投資額 639.9 億元) 
2012 年 5 月 28 日 四川省阿バ紅原民用空港新設工事 
2012 年 6 月 5 日 四川省都江堰潅漑区毗河供水 1 期工事 
2012 年 6 月 7 日 雲南省新庄鉱区観音山石炭鉱山プロジェクト(総投資額 25.94 億元) 
2012 年 7 月 4 日 甘粛省劉家峡水力発電所整備工事 
2012 年 7 月 6 日 広西省南寧呉圩国際空港拡張工事 
2012 年 7 月 6 日 湖北省武漢天河空港 3 期拡張工事  

（出所）国家発展改革委員会ホームページ http://www.sdpc.gov.cn/xmsphz より作成。（2012 年 7 月 6 日確認） 
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ロシア 

成熟化の様相を示しつつあるロシア経済 

 やや中長期的な視点でロシア経済を概観すると、世界経済危機を経て、経済成長率の

水準が下がったことが看取できる。2007 年までは 8％台の成長を記録するなどかなり

高い水準での成長を維持していた。その後、2009 年の大幅な落ち込みを経て、2010 年

及び 2011 年は 4.3％の成長となった。2012 年第 1 四半期も 4.9％であり、4％台の成長

が「普通」の水準になってきている感がある。 

 2012 年のこれまでの状況で特徴的なのは、消費者物価が非常に安定していることで

ある。5 月末時点で、昨年 12 月比で 2.3％の上昇にとどまっている。これは、過去最低

のインフレ率だった 2011 年をも下回る水準である。より注意深く見てみると、2011

年 2 月以降、対前月比上昇率が 1％以上となった月はない。特に昨年の夏は食料品の物

価が下落傾向を示していた。食料品価格については、今夏の天候次第の面もあるが、仮

に今年後半に昨年と同様の物価動向を示すとすれば、年間インフレ率が 3％台に収まる

ことも想定される。 

 このように物価が安定している背景として、実質可処分所得の伸びの鈍化を指摘した

い。データからは、所得があまり伸びない中で、消費者が低価格を指向しながら消費を

維持している姿が垣間見られるように思う。仮に、実際にそのようなことが起きていて、

それによってインフレ率が低下しているのだとすれば、少なくとも消費市場において価

格を通じた競争が相当に機能していることを示す傍証となる。 

 もちろん、別の説明も可能である。例えば、欧州金融危機の影響で、ユーロはルーブ

ルに対して大幅に切り下がっている。多くの消費財を欧州から輸入しているロシアにと

っては、物価下落の大きな要素である。 

 個人レベルでロシア人と接しての実感としても、ロシアの消費者市場で、大盤振る舞

いから堅実な消費あるいは賢い消費へのシフトが起こったように思う。成長率の低下と

併せて考えれば、経済の成熟が進んでいることが示唆できるのではないか。 

  

APEC 議長国としての動き 

 ウラジオストクでの APEC 首脳会議の開催が間近に迫ってきた。会議に向けて整備

が続けられてきたインフラも徐々にその姿を見せつつある。象徴的プロジェクトである

ルースキー島への架橋も完了し、7 月 2 日にメドベージェフ首相をはじめとする関係閣

僚が出席して完成式典が開催された。世界最長の径間を持つ斜張橋であり、ロシアが世

界に誇りうる建造物となった。他の建設プロジェクトでは、遅れが指摘されたり、トラ

ブルの発生が問題となったりしている例もあるが、当初心配されたような「全く間に合

わない」といった事態にはなっていない。地元にはひとまずの安心感も漂っているよう

だ。 
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 ところで、より本質的に重要なのは、議長国として議論をリードする役割である。こ

の面でもロシアは積極的に各種会合をホストしている。その中で、これまで 2 回の山場

があった。1 回目は、5 月 20 日～6 月 5 日にタタルスタン共和国のカザン市で開催され

た一連の会議である。食糧安全保障担当大臣会合（5 月 30 日～31 日）及び貿易担当大

臣会合（6 月 4～5 日）のほか、SOM（高級実務者会合）を筆頭に経済委員会、貿易・

投資委員会、経済・技術協力委員会という APEC の中核をなす委員会やその他の専門

分野の会合、計 37 の会合が開催された。また、これに合わせて日ロ投資フォーラムが

開催されるなど、他のイベントも行われた。2 回目の山場は、6 月 24～25 日のエネル

ギー大臣会合及び 6 月 27～28 日の鉱業担当大臣会合を中心としたサンクトペテルブル

ク市での一連の会合である。 

 7 月以降は、環境大臣会合及び観光大臣会合（いずれもハバロフスク市）、中小企業

大臣会合、運輸大臣特別会合、電気通信・情報産業担当大臣会合（いずれもサンクトペ

テルブルク市）といった大臣会合が目白押しである。そして、クライマックスは 9 月 2

～9 日にウラジオストク市で開催される最終 SOM 会合、APEC 閣僚会議、APEC 首脳

会議などのハイレベル会合である。 

 ロシアがリードする APEC の成果について、関心を持ってフォローしていきたい。 

（ERINA 調査研究部主任研究員 新井洋史） 

 

 

（対前年同期比）

2011 2012
1Q 1Q 1月 2月 3月 4月 5月

実質GDP 8.2 8.5 5.2 ▲ 7.8 4.3 4.3 4.0 4.9 ― ― ― ― ―
固定資本投資 16.7 22.7 9.9 ▲ 16.2 6.0 8.3 ▲ 0.8 16.3 15.6 16.2 17.0 7.8 7.7
鉱工業生産高 6.3 6.8 0.6 ▲ 9.3 8.2 4.7 5.9 4.0 3.8 6.5 2.0 1.3 3.7
小売売上高 14.1 16.1 13.5 ▲ 4.9 6.3 7.0 5.0 7.6 7.4 7.9 7.4 6.5 6.8
実質可処分所得 13.5 12.1 2.3 2.1 4.2 0.8 0.2 2.4 1.0 3.1 2.8 2.1 3.6

消費者物価* 9.0 11.9 13.3 8.8 8.8 6.1 3.8 1.5 0.5 0.9 1.5 1.8 2.3

工業生産者物価* 10.4 25.1 ▲7.0 13.9 16.7 12.0 7.0 2.9 ▲ 0.3 0.8 2.9 3.6 1.1

輸出額（十億ドル）
** 301.2 351.9 467.6 301.8 397.1 516.0 111.5 131.5 40.0 44.7 46.9 44.3 ―

輸入額（十億ドル）** 137.8 199.7 267.1 167.5 228.9 305.2 60.9 68.9 18.2 23.7 27.0 24.8 ―
*前年12月比。
**税関統計ベース。
***斜体は暫定（推計）値。
出所：『ロシアの社会経済情勢（2012年5月号）』ほか、ロシア連邦国家統計庁発行統計資料

2012
20112007 20092006 2008 2010
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モンゴル 

 モンゴル経済は、鉱物資源開発を主要因とした急速な成長を続けている。第 1 四半期

の GDP は前年同期比 16.7％と記録的な伸びを示した。1～5 月の鉱工業生産額は貿易

の伸びとともに拡大している。しかし、インフレ率は 1～5 月に前年同期比二桁の水準

に達し、経済に悪影響を与えている。失業者数も高い水準に止まっており、失業率は

2011 年第 1 四半期の 8.7％から、2012 年第 1 四半期には 10.3％に上昇している。拡張

的な予算政策によって、国家財政は 1～5 月期に 1,000 億トゥグルグ単位の赤字となっ

ている。前年同期には 100 億トゥグルグ単位の黒字であった。 

 

マクロ経済指標 

2012 年 1～5 月期の鉱工業生産額は前年同期比 9.1％増となった。前年同期は同 8.6％

であった。部門別では、鉱業が前年同期比 11.7％増、製造業は同 6.3％増、公益事業（電

力、熱供給、水道）が 4.3％であった。鉱業部門の高い伸びの大部分は石炭、原油、金

属鉱石の採掘に関連している。その他の鉱業部門の伸びは前年同期を下回っている。 

2012 年 5 月の消費者物価上昇率は前年同月比 15.3％で、前年同月の同 8.0％から拡

大した。部門別に見ると、通信を除く全ての部門で上昇しており、最も高かったのは食

品及び非アルコール飲料の前年同月比 24.6％で、低かったのは娯楽・文化の 4.8％であ

った。通信は▲1.1％でわずかに低下した。これは限られた国内の通信市場における企

業間の競争によるものである。 

 2012 年 1～5 月期の平均対米ドル為替レートは、1 ドル＝1,340 トゥグルグで、対前

年同期比 8.0％減価した。 

2012 年 5 月末の登録失業者数は 58,200 人で、前年同期比 36％増であった。国家統

計局によれば新規登録した失業者は 28,600 人、一方で 10,400 人が職につき、25,100

人が求職活動をしないため登録失業者から除外された。 

2012 年 1～5 月期の国家財政収支は 4,050 億トゥグルグの赤字となった。前年同期は

830 億トゥグルグの黒字であった。1～5 月期の財政収入は前年同期を 17.5％上回った

が、財政支出は同じく前年同期を 50.1％上回った。1～5 月期において税収入は前年同

期比 20.4％増、税外収入は同 6.8％増であった。財政収入の 1.4％、258 億トゥグルグ

が財政安定化基金に積み立てられた。2012 年 1～5 月期の財政支出は 2 兆 2,000 億トゥ

グルグで、この 80％が経常支出、18％が資本支出、2％が純融資となっている。資本支

出は前年同期の倍となっており、金利支払は 95.5％増となっている。選挙公約に基づ

き人間開発基金から、2012 年 1～5 月期において、280 万人のモンゴル全国民に対して

3,084 億トゥグルグの分配を行った。 

2012年 5月末時点の外貨準備高は 26.7億ドルで、前年同期から 4.6億ドル増加した。 
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外国貿易 

2012 年 1～5 月期のモンゴルの貿易相手先は 121 か国で、貿易総額 44 億ドルで、輸

出額は 17 億ドル、輸入額は 26 億ドルで、貿易収支の赤字は 5.7 億ドルとなった。 

2012 年 1～5 月期において、輸出先及び輸入先には大きな変化はなかった。輸出先は

46 か国で、中国向けは総輸出の 93.4％で、鉱業関連輸出の 90％を占めた。石炭の輸出

量は 740 万トン、原油の輸出量は 130 万バレルであった。 

輸入先は 118 か国で、中国が輸入全体の 28％、ロシアが同 25％となっている。石油

製品は全輸入の 45％を占め、前年同期の 21％から上昇している。 

 

国会議員選挙 

 6 月 28 日、76 人の議員を選出する国会議員選挙が行われた。選挙期間中の主要論点

は鉱山開発の認可に関わる汚職問題であった。今回の選挙は初めて選挙区と比例代表の

併用制で行われた。48 議席は選挙区で全体の 28％以上の票を得た候補者から、28 議席

は全体の 5％以上の票を得た政党に得票数に比例して配分される。なお、海外在住のモ

ンゴル人も比例投票部分に投票が可能となった 

 7 月 6 日現在、結果が確定した議席数は 72 で、民主党が 31 議席、前与党のモンゴル

人民党が 25 議席、前記の二党から分離したモンゴル人民革命党とモンゴル国家民主党

の正義連合が 11 議席、市民の意思・緑の党が 2 議席、無所属が 3 議席となっている。

残り議席の動向によっても、単独で過半数である 39 議席を獲得する政党はないので、

新たな連立政権が次の選挙までの 4 年間、成立するものと見られている。 

（ERINA 調査研究部主任研究員 Sh. エンクバヤル） 

 

 
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2011年1Q 2011年1-5月 2012年1Q 2012年1-5月 2012年4月 5月

実質GDP成長率（対前年同期比：%) 7.3 8.6 10.2 8.9 ▲ 1.3 6.4 17.3 9.8 - 16.7 - - -

鉱工業生産額（対前年同期比：%） ▲ 4.2 9.1 9.7 2.8 ▲ 3.3 10.0 9.7 7.2 8.6 8.9 9.1 15.0 5.0

消費者物価上昇率(対前年同期比：%） 9.5 6.0 15.1 22.1 4.2 13.0 10.2 8.0 4.2 15.3 15.4 16.0 15.4

登録失業者(千人) 32.9 32.9 29.9 29.8 38.1 38.3 57.2 40.8 42.8 50.1 58.2 54.0 58.2

対ドル為替レート（トゥグルグ） 1,205 1,180 1,170 1,169 1,437 1,356 1,244 1,246 1,239 1,356 1,340 1,313 1,318

貿易収支（百万USドル） ▲ 113 107 ▲ 114 ▲ 710 ▲ 229 ▲ 292 ▲ 1,747 ▲ 346 ▲ 540 ▲ 574 ▲ 940 ▲ 214 ▲ 152

　輸出(百万USドル) 1,064 1,542 1,948 2,535 1,903 2,909 4,780 742 1,578 884 1,708 409 416

　輸入(百万USドル） 1,177 1,435 2,062 3,245 2,131 3,200 6,527 1,087 2,118 1,458 2,648 623 567

国家財政収支(十億トゥグルグ） 73 123 133 ▲ 306 ▲ 329 2 ▲ 632 83 48 ▲ 56 ▲ 405 8 ▲ 357

国内貨物輸送（百万トンキロ） 10,268 9,693 9,030 9,051 8,981 12,125 16,300 3,063 - 3,533 - - -

国内鉄道貨物輸送（百万トンキロ） 9,948 9,226 8,361 8,261 7,817 10,287 11,382 2,250 4,239 2,995 5,081 1,002 1,084

成畜死亡数（千頭） 677 476 294 1,641 1,733 10,320 651 258 437 123 238 72 44

（注）消費者物価上昇率、登録失業者数は期末値、為替レートは期中平均値。

（出所）モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』、『モンゴル統計月報』各号 ほか  
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韓国 

マクロ経済動向と展望 

韓国銀行（中央銀行）が 6 月 7 日に公表した 2012 年第 1 四半期の実質 GDP の成長率（改

定値）は、季節調整値で前期比 0.9％（年率換算 3.6％）で 4 月公表の速報値から変動はな

かった。需要項目別に見ると内需では最終消費支出が同 1.5％で、速報値と変わらず。固定

資本形成は同 3.2％で、速報値から 0.5 ポイント下方修正された。 

鉱工業生産指数の伸び率は季節調整値で、3 月には前期比▲3.4％とマイナスとなった後、

4 月は同 0.9％、5 月は同 1.1％とプラスとなった。 

失業率（季節調整値）は、3 月は 3.4％、4 月は 3.4％、3 月は 3.2％と推移している。 

貿易収支（IMF 方式）は、3 月は 29.3 億ドル、4 月が 17.5 億ドル、5 月が 17.5 億ドル

のそれぞれ黒字となった。 

対ドル為替レートは 3月に 1ドル＝1,127ウォンで、4月に同 1,135ウォン、5月は同 1,157

ウォンと、引き続きウォン安ぎみに推移している。 

消費者物価上昇率は 3 月の前年同月比 2.6％から、2 月は同 2.5％、3 月は 2.2％と低下し

ている。 

生産者物価上昇率は 3 月の前年同月比 2.8％から、4 月は同 2.4％、3 月は 1.9％と推移し

ている。前号で報じたように 3 月に生産者物価上昇率が 2％台に低下したのは、2010 年 3

月以来 2 年ぶりのことであった。その後も国際原油価格などの安定によって、上昇幅の縮

小が続いていることが示されている。また消費者物価の低下も同様な要因によるものであ

る。 

 政府系シンクタンク、韓国開発研究院（KDI）は 5 月 18 日に経済見通しを発表した。そ

れによると 2012 年の実質成長率は、2011 年の実績と同じ 3.6％、2013 年は 4.1％と見込ん

でいる。 

2012 年の成長率を需要項目別に見ると、民間消費が 2011 年実績の 2.3％に対して 2.7％

と伸びると見込んでいる。また固定資本形成は同じく 2011 年実績の▲1.1％に対して 5.2％

とプラスに回復し、この内の建設投資が同じく▲5.0％から3.1％に、設備投資が同じく3.7％

から 8.1％に、それぞれ拡大すると予測している。四半期別の成長率では、第 1 四半期が前

期比 0.9％で、その後は第 2 四半期が同 1.0％、第 3 四半期が同 1.2％、第 4 四半期が同 1.3％

と尻上がりに推移すると予測している。 

一方、2011 年に前年比 19.7％の伸びを記録した輸出は、同 7.0％となり、経常収支の黒

字は 2011 年の 265 億ドルから、183 億ドルに縮小する。また、消費者物価上昇率は 2011

年の 4.0％から 2.6％に低下するとしている。 

全体的なビジョンとしては、2011 年と成長率は変わらないものの、極端に外需に依存し

た前年に対し、2012 年は国際資源価格の安定などによって輸入物価が安定し相対的な購買

力が回復することによって、消費が堅調に推移し、内需を中心とした成長が実現すると見
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ている。この見方が正しければ、欧州危機の動向という下方リスクは抱えながらも、韓国

経済は自律的かつ安定的な回復軌道に乗ったということができよう。 

 

韓 EU FTA（自由貿易協定）発効 1 周年 

 韓 EU FTA は、7 月 1 日で発効 1 周年を迎えた。この間、欧州の債務危機の影響で韓

国の対 EU 輸出は全体では減少しているものの、関税撤廃品目については輸出が増加し

ている。韓国政府によればこれらの内、自動車は前年同期比 38.0％、自動車部品は同 15.8

の伸びを記録している。 

一方、公正取引委員会は 6 月 24 日、オランダの電機メーカー、フィリップスの子会社

フィリップス電子が、韓 EU FTA の発効により家電製品の関税が引き下げられたにもか

かわらず、代理店に対して小売価格を下げないように強要したとして、是正命令を出す

とともに課徴金を課した。FTA の効果を確実に実現するための政策的な取り組みといえ

る。今後、同様の命令がブランド品やワインなどについても出されるか注目される。 

大韓商工会議所の行った韓 EU FTA に関するアンケート調査によれば、70.2％が「FTA

の発効は韓国経済の体質を強化するだろう」と回答した。また、「FTA が消費者の商品選

択の幅を広げることに役立つか」という質問に対しては、71.2％が肯定的な回答をして

いる。韓 EU FTA が一般消費者にも肯定的に受け入れられていることが示されている。 

（ERINA 調査研究部主任研究員 中島朋義） 

 

 
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 11年4-6月 7-9月 10-12月 12年1-3月 12年3月 4月 5月

実質国内総生産（％） 5.1 2.3 0.3 6.2 3.6 0.8 0.8 0.3 0.9 - - -
最終消費支出（％） 5.1 2.0 1.2 3.9 2.2 0.8 0.4 ▲ 0.5 1.5 - - -
固定資本形成（％） 4.2 ▲ 1.9 ▲ 1.0 7.0 ▲ 1.1 3.8 ▲ 0.8 ▲ 1.5 3.2 - - -
鉱工業生産指数（％） 6.9 3.4 ▲ 0.1 19.5 9.5 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 2.2 ▲ 3.2 0.9 1.1
失業率（％） 3.2 3.2 3.6 3.7 3.4 3.4 3.1 3.1 3.4 3.4 3.4 3.2
貿易収支（百万USﾄﾞﾙ） 37,129 5,170 37,866 40,083 30,950 7,661 7,198 10,249 2,612 2,926 1,751 1,754
輸出（百万USﾄﾞﾙ） 371,489 422,007 363,534 466,384 555,214 142,605 141,253 140,370 134,851 47,339 46,134 47,052
輸入（百万USﾄﾞﾙ） 356,846 435,275 323,085 425,212 524,413 134,298 134,957 131,209 133,399 45,000 44,060 44,796
為替レート(ｳｫﾝ/USﾄﾞﾙ) 929 1,103 1,276 1,156 1,108 1,083 1,085 1,144 1,131 1,127 1,135 1,157
生産者物価（％） 1.4 8.6 ▲ 0.2 3.8 6.1 6.4 6.2 5.0 3.2 2.8 2.4 1.9
消費者物価（％） 2.2 4.2 2.6 2.9 4.0 4.0 4.3 4.0 3.0 2.6 2.5 2.2
株価指数（1980.1.4：100） 1,897 1,124 1,683 2,051 1,826 2,101 1,770 1,826 2,014 2,014 1,982 1,843

（注）国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数は前期比伸び率、生産者物価、消費者物価は前年同期比伸び率、株価指数は期末値

　　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数、失業率は季節調整値

　　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、生産者物価は2005年基準、消費者物価は2010年基準

　　　貿易収支はIMF方式、輸出入は通関ベース

（出所）韓国銀行、統計庁他  
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朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮） 

「テコンドー聖地センター」竣工 

 2012 年 4 月 20 日発『朝鮮中央通信』によれば、平壌の青春通りに「テコンドー聖地

センター」が竣工し、同日、竣工式が行われた。建物の延べ床面積は１万数千㎡で、テ

コンドー歴史館、知識普及室、訓練館、国際会議室、サービス施設などが入っている。

竣工式には、崔永林内閣総理、朝鮮労働党の李英秀部長、朴明哲体育相、国際テコンド

ー連盟の張雄総裁、朝鮮テコンドー委員会の金慶虎委員長、関係者、建設者、市内の勤

労者が参加した。 

 

朝鮮労働党と中国共産党が戦略対話 

 2012 年 4 月 22 日発『朝鮮中央通信』によれば、同 21 日、中国・北京で両党間の戦

略対話が行われ、北朝鮮側からは金英日党書記（国際担当）、池在竜駐中大使が、中国

側からは王家瑞・対外連絡部長などが出席した。 

 

内閣全員会議拡大会議開催 

 2012 年 4 月 23 日発『朝鮮中央通信』によれば、内閣全員会議拡大会議が開かれた。

会議では、軽工業に力を集中して、人民消費品をより多く生産することに対する問題、

農業をしっかりと行い人民の食の問題を解決することに対する問題と、「第１四半期人

民経済計画遂行状況の総括と第２四半期人民経済計画実行対策に対して」、「最高人民

会議法令「朝鮮民主主義人民共和国 2012 年国家予算に対して」を正確に執行すること

に対して」が討議され、決定が採択された。また、第 1 四半期の工業総生産額は、前年

同期比 3%増であることが報告された。 

 

平壌市内、郊外で商店、食堂が竣工 

 『朝鮮新報』によれば、金日成主席の生誕 100 周年に際して、北朝鮮の各地でサー

ビス施設が次々と竣工した。代表的なものに、平壌の普通江のほとりにある「万寿橋魚・

精肉店」がある。延べ床面積 5,000 余㎡の商店の１階には、新鮮な魚と冷凍した魚、２

階には牛、豚、ガチョウ、七面鳥、ウズラなどの精肉と加工品を販売しており、３階に

は焼肉のできる食堂がある。2012 年 4 月 26 日発『朝鮮中央通信』によれば、25 日の

竣工式には金正恩第一書記、金永南、崔永林、崔竜海、李英浩、金敬姫、金正覚、張成

沢、朴道春、金永春、金己男、崔泰福、楊亨燮、姜錫柱、玄哲海、金元弘、李明洙、金

養建、金平海、文京徳、郭範基、朱奎昌、金昌燮の各氏、関係部門の幹部たちが参加し

た。 

 また、科学者、技術者のための未来商店が、平壌にオープンした。商店には、日用品、

電気製品、食料品など、各種人気の商品が並んでいるという。「未来商店」という名前
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は、国の繁栄は科学技術発展にあるという意味を込めて、金正恩第１委員長が付けた。  

金日成総合大学と金策工業総合大学の教員、研究者や、国家科学院の科学者たちが最初

の客として商店を訪ねた。 

 

南浦―平壌海水輸送管竣工 

 2012 年 4 月 30 日発、『朝鮮中央通信』によれば、南浦―平壌海水輸送管が竣工し、

4 月 30 日、南浦市臥牛島区域で竣工式が行われた。2011 年 2 月から工事を始め、南浦

と平壌を結ぶ輸送管敷設工事と海水貯留池、沈殿池、ポンプ場の建設などが建設された

とのこと。海水は、新たに開発された海水中の塩素を用いて飲料水を消毒する目的や水

族館への供給、キムチや醤油、味噌などの生産に使われるという。 

 

端川港で竣工式 

2012 年 5 月 11 日付『朝鮮新報』によれば、5 月 3 日、咸鏡南道の端川地区で貿易港

（開港）が竣工し、崔永林総理や郭範基書記、盧斗哲副総理と関係者が出席して竣工式

が行われた。2012 年 5 月 3 日発『朝鮮中央通信』によれば、端川港の貨物通過能力は

数百万トン（年間のことだと思われるが単位は報道されなかった）とのこと。 

 

崔永林内閣総理、咸鏡南道一帯を現地了解 

2012 年 5 月 11 日付『朝鮮新報』によれば、5 月 3～5 日にかけて、崔永林総理が端

川マグネシア工場、端川製錬所、2.8 ビナロン連合企業所、興南肥料連合企業所、龍城

機械連合企業所、興南製薬工場、新興館（咸興冷麺を出す食堂）、金野江軍民発電所と

金野青年炭鉱を訪問した。 

 

新設された「女性生活必需品生産工程」 

 2012 年 6 月 6 日付『朝鮮新報』によれば、同年 4 月 21 日、平壌の龍成区域にある

平壌タバコ紙工場に「女性生活必需品生産工程」が新設され、生理用品と紙コップ、紙

皿などを生産しているという。 

 

平壌春季国際商品展開催 

 2012 年 5 月 14 日発、17 日発『朝鮮中央通信』によれば、同年 5 月 14 日～17 日、

平壌の三大革命展示館で平壌春期国際商品展（見本市）が開催された。『朝鮮新報』に

よれば、展示会には北朝鮮とオランダ、ドイツ、ブルガリア、スイス、英国、オースト

リア、イタリア、フィンランド、ポーランド、オーストラリア、マレーシア、モンゴル、

中国、台湾の企業が展示品を出品した 

(ERINA 調査研究部長・主任研究員 三村光弘) 

 


